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2豊かな生物の多様性の確保、ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現へ

①企業等が、里地里山の保全、外来生物の防除、希少種の保護といった生物多様性の維持・回復・
創出に資する「増進活動実施計画」を作成し、主務大臣が認定（企業等は情報開示等に活用）。

②市町村がとりまとめ役として地域の多様な主体と連携して行う活動を「連携増進活動実施計画」
として主務大臣が認定。

地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律の概要
（令和６年法律第18号、地域生物多様性増進法）

■ 背景

■ 主な措置事項

２．その他
(１) (独法)環境再生保全機構法の一部改正（認定関連業務の一部や情報提供等を機構が実施 ）
(２) 生物多様性地域連携促進法の廃止

１．地域における生物の多様性の増進※のための活動の促進 ※維持、回復又は創出

○ 令和４年12月に新たな世界目標「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択。我が国も生物多様性国家戦略を改定し、2030
年までの「ネイチャーポジティブ」※１の実現と、このために陸と海の30%以上を保全する「30by30」の目標を掲げた。この達成
には、国立公園等の保護地域の拡張に加え、里地里山、企業緑地や都市の緑地等の身近な自然など、OECM※２の設定促進が必要。

○ また、企業経営においても、TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）の流れもあいまって、生物の多様性や自然資本の重
要性が高まっている。

 ※１自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め反転させる ※２保護地域以外で生物の多様性の保全に資する地域

（１）増進活動実施計画等の認定制度の創設

 ②の認定を受けた市町村は、土地所有者等と「生物多様性維持協定」を締結することができ、長期的・安定的に活動が実施できる。
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（２）生物多様性維持協定

 ①又は②の認定を受けた者は、その活動内容に応じて、自然公園法・自然環境保全法・種の保存法
・鳥獣保護管理法・外来生物法・森林法・都市緑地法における手続のワンストップ化・簡素化といった特例を受けることができる。

ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現に向け、企業等による地域における生物多様性の増進のための活動を促進するため、主務大臣によ
る基本方針の策定、当該活動に係る計画の認定制度の創設、認定を受けた活動に係る手続のワンストップ化・規制の特例等の措置等を講ずる。
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税制改正（相続税・贈与税の評価減）

 地域生物多様性増進法では、認定を受けた連携増進活動実施計画に基づき、市町村、活動実施者、
土地の所有者等の３者で締結する「生物多様性維持協定」制度を設けた。協定の効力は、当該土地等の
相続人等にも承継されるため、長期安定的な活動が可能となる。（法第26条）

 一方で、協定を締結するとその土地等の利用について制約を受け、相続人等にもその制約が承継されるため、
当該区域に係る相続税・贈与税の評価額を20％減額する措置を講ずることとした。

生物多様性維持協定が締結されている土地等については、相続税・贈与税に係る評価額の20%を控除する。

活動区域の土地の所有者等の相続人等の負担が軽減されることにより、相続時等における生物多様性の
損失が回避され、我が国における豊かな生物多様性の確保（ネイチャーポジティブ）の実現に寄与する。

税制措置

市町村長 活動主体

協定を締結し、協定
に基づき生物多様性
を維持するための活
動に土地等を活用

被相続人等

期待される効果

連携増進活動実施計画の認定

生物多様性維持協定の締結

土地の所有者等

相続人等

開発等を行わず、
引き続き協定に基
づき土地等を利用

土地の所有者等

協定効力の承継
評価減

【評価減の対象】
土地等
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資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律の概要

○ 令和６年３月15日に「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律案」について閣議決
定し、第213回国会で成立。

○ 本法においては、脱炭素化と再生資源の質と量の確保等の資源循環の取組を一体的に促進するため、基本
方針の策定、特に処分量の多い産業廃棄物処分業者の再資源化の実施の状況の報告及び公表、再資源化事業
等の高度化に係る認定制度の創設等の措置を講ずる。

• 再資源化事業等の高度化に係る国が一括して認定を行う制度を創設し、生活環境の保全に支障がないよう措置を講じさせた上で、廃棄物
処理法の廃棄物処分業の許可等の各種許可の手続の特例を設ける。

• 再資源化事業等の高度化を促進するため、国として基本的な方向性を示し、一体的に取組を進めていく必要があることから、環境大臣は、
基本方針を策定し公表するものとする。

基本方針の策定

再資源化の促進（底上げ）

＜➀事業形態の高度化＞ ＜③再資源化工程の高度化＞
 製造側が必要とする質・量の再生材を
確保するため、広域的な分別収集・再
資源化の事業を促進

再資源化の高度化に
向けた全体の底上げ

＜②分離・回収技術の高度化＞
 分離・回収技術の高度化に係る施
設設置を促進

 温室効果ガス削減効果を高めるた
めの高効率な設備導入等を促進

再資源化事業等の高度化の促進（引き上げ）

例：AIを活用した高効率資源循環
例：ガラスと金属の

完全リサイクル
例：ペットボトルの水平リサイクル

例：使用済み紙おむ
つリサイクル

• 再資源化事業等の高度化の促進に関する判断基準の策定・公表
• 特に処分量の多い産業廃棄物処分業者の再資源化の実施状況の報告・公表

※認定の類型（イメージ）

脱炭素化の推進、産業競争力の強化、地方創生、経済安全保障への貢献

画像出典：PETボトルリサイクル年次報告書2023 (PETボトルリサイクル推進協議会)
画像出典：太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン

   使用済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン 画像出典：産業廃棄物処理におけるAI・IoT等の導入事例集

第２13回通常国会で成立
令和６年５月29日公布
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類型①・類型②の認定を受
けた者が、環境大臣の定める
高度な再資源化設備を取
得等し、事業を実施した場
合において、その取得金額の
35％の特別償却を認める
特例措置を創設。

期間：令和10年３月31日まで

【新規】再資源化事業等の高度化のための事業に係る特例措置の創設（法人税）

＜➀事業形態の高度化＞ ＜③再資源化工程の高度化＞
 製造側が必要とする質・量の再生材を
確保するため、広域的な分別収集・再
資源化の事業を促進

＜②分離・回収技術の高度化＞
 分離・回収技術の高度化に係る施設
設置を促進

 温室効果ガス削減効果を高めるた
めの高効率な設備導入等を促進

成立した「再資源化事業等高度化法」により国が認定する３つの類型事業

新たな再資源化事業を創出する類型①・類型②の事業を、
創設する税制措置によって実現・加速化 等で加速化中小企業投資促進税制

CN投資促進税制

○損金は法人税納税額の算定に用いられる所得額に影響。

× 税率 ＝ 納入税額
所得額

損金

出費の大きい設備取得年度の税負担を軽減

【措置のイメージ】
○設備の取得年度において、通常の減価償却に特別償却を上乗せして損金算入可能。

前倒し分を初年度の償却に上乗せ

（例）法定対象年数８年（定率法25％）の設備の場合

措置内容

通常償却

特別償却

35％分

既存の
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【拡充】公共の危害防止のために設置された施設又は設備（廃棄物処理施設）に
係る課税標準の特例措置の拡充（固定資産税）

既存の本税制措置の適用対
象を拡充し、再資源化事業等
高度化法（新法）の認定に
基づき設置する廃棄物処理施
設を追加。当該施設における
設備の固定資産税の課税標
準価格を１／２とする。

＜現行の制度＞
○廃棄物処理法に規定される廃棄物処理施設が適用対象

○再資源化事業等高度化法（新法）の認定を受けて設置される廃棄物処理施設 1／2

・一般廃棄物処理施設（熱回収、再生利用等に係る設備）
固定資産税の課税標準価格

・産業廃棄物処理施設（PCB廃棄物処理施設に係る設備） １／３

・一般廃棄物最終処分場 ２／３

＜今回の拡充＞

措置内容

× 税率 ＝ 納入税額
課税標準価格

【措置のイメージ】
対象資産に係る固定資産税の算出に用いられる課税標準価格
が1／2となることで、毎年度納税による負担を軽減。
地域資源の循環が加速化。

１／２
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設備：１．５億円以上５億円未満
課税標準：５／６

低公害自動車の燃料を充てんするための設備に係る課税標準の特例措置の延長

○取得価格１．５億円以上５億円未満の設備の固定資産税の課税標準を５／６に軽
減する。
○取得価格５億円以上の設備の固定資産税の課税標準を１／２に軽減する。
（水素充てん設備取得から３年間に限る）

 燃料電池自動車等の低公害車を普及させるためには、充てん設備等の燃料供給インフラの整備が必要不可欠
なことから、設備の維持に係る負担を軽減することにより、燃料供給インフラの整備を促進する。

（固定資産税）

＜水素充てん設備＞
設備：５億円以上
課税標準：１／２

令和７年度税制改正前

【適用期限：令和６年度末まで】

各水素モビリティ需要に応じた水素ステーション整備

○所要の見直しを 行い、
適用期限を２年間延長する。
（令和８年度末まで）
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令和７年度税制改正後

※経済産業省資料をもとに環境省で一部時点更新



13年（「その他の住宅」は、2024年以降の入居の場合、10年）

10年

2,000万円

長期優良住宅・低炭素住宅

ZEH水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

＜入居年＞

4,500万円

4,000万円

その他の住宅

2022(R4)年 2023(R5)年 2024(R6)年 2025(R7)年

3,000万円
０円

（2023年までに新築の建築確認 ： 2,000万円）

5,000万円
4,500万円

子育て世帯等※：5,000万円

その他の住宅 2,000万円

長期優良住宅・低炭素住宅
ZEH水準省エネ住宅
省エネ基準適合住宅

3,000万円

住宅ローン減税等に係る所要の措置（所得税・個人住民税）

控除期間
新築住宅・買取再販

控除率 ： ０．７％

所得要件

床面積要件

借
入
限
度
額

新
築
住
宅
・
買
取
再
販

既
存
住
宅

既存住宅

※「19歳未満の子を有する世帯」又は「夫婦のいずれかが40歳未満の世帯」

子育て世帯等の住宅取得環境が厳しさを増していること等を踏まえ、住宅ローン減税について、子育て世帯等の借入限度額の上
乗せ及び床面積要件の緩和措置を令和７年も引き続き実施する。

3,500万円
子育て世帯等※ ：4,500万円

3,000万円
子育て世帯等※：4,000万円

4,500万円
子育て世帯等※：5,000万円

3,500万円
子育て世帯等※ ：4,500万円

3,000万円
子育て世帯等※：4,000万円

○子育て対応リフォームに係る所得税の特例措置についても、令和７年も引き続き実施する。

50㎡
（新築の場合、2024（R6）年までに建築確認：40㎡（所得要件：1,000万円））

50㎡
（新築の場合、40㎡（所得要件：1,000万円））

今回改正内容

今回改正内容

１年間の控除額
＝借入金額×０.７％

※限度額あり

（国交省資料）
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4. 自動車関係諸税の総合的な見直し
（1）見直しに当たっての基本的考え方

自動車関係諸税については、日本の自動車戦略やインフラ整備の長期展望等を踏まえるとともに、「2050年カーボン
ニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するものでなければならない。その上で、
① CASEに代表される環境変化にも対応するためのインフラの維持管理・機能強化の必要性、地域公共交通のニーズの高
まり等を踏まえつつ、自動車関係諸税全体として、国・地方を通じた安定的な財源を確保することを前提とする

② わが国のマルチパスウェイ戦略の下で、多様な動力源（パワートレイン）が併存していくことを踏まえた税制とする
また、わが国の自動車産業を取り巻く国際環境の変化を踏まえ、補助金等も活用しつつ、市場活性化や産業基盤の維

持発展に配慮するとともに、電費改善等のイノベーションを促し、質の高い電気自動車等の普及に資する税制とする
③ 二酸化炭素排出量抑制により、脱炭素化に向けた取組みに積極的に貢献するものとする
④ 自動車関係諸税を負担する自動車ユーザーの理解にも資するよう、受益者負担・原因者負担といった課税の考え方や、
これまでの沿革等を踏まえつつ、使途の明確化を図るとともに、受益と負担の対応関係を分かりやすく説明していく
その際、中長期的には、データの利活用による新たなモビリティサービスの発展等、自動車の枠を超えたモビリティ

産業の発展に伴う経済的・社会的な受益者の広がりや保有から利用への移行等も踏まえる
との考え方を踏まえつつ、公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長期的な視点から、車体課税・燃料課税を含め
総合的に検討し、見直しを行う。

（２）車体課税の見直し
車体課税については、カーボンニュートラルの実現に積極的に貢献するものとすべく、国・地方の税収中立の下で、取

得時における負担軽減等課税のあり方を見直すとともに、自動車の重量及び環境性能に応じた保有時の公平・中立・簡素
な税負担のあり方等について、関係者の意見を聴取しつつ検討し、令和８年度税制改正において結論を得る。

（３）利用に応じた負担の適正化に向けた課税の枠組み
異なるパワートレイン間の税負担の公平性や将来に向けた安定的な財源確保、ユーザーの納得感の観点から、利用に応

じた負担について、使途、執行・関係技術等を踏まえ検討し、課税の枠組みについて、令和８年度税制改正において結論
を得る。

自動車関係諸税見直しの方向性（令和7年度与党税制改正大綱抜粋）

（出典）令和7年度税制改正大綱（令和6年12月20日 自由民主党・公明党）p.16-17
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揮発油税等の当分の間税率の取り扱いについて
（令和7年度与党税制改正大綱抜粋）

（出典）令和7年度税制改正大綱（令和6年12月20日 自由民主党・公明党）p.3-4

第一 令和７年度税制改正の基本的考え方
（略）
なお、衆議院における令和６年度補正予算の採決に当たり、令和６年12 月11 日に自由民主党、公明

党及び国民民主党の幹事長間で、以下の合意がなされた。
「一、いわゆる「103 万円の壁」は、国民民主党の主張する178 万円を目指して、来年から引き上げる。
一、いわゆる「ガソリンの暫定税率」は、廃止する。
上記の各項目の具体的な実施方法等については、引き続き関係者間で誠実に協議を進める。」

自由民主党・公明党としては、引き続き、真摯に協議を行っていく。
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